
   津市耐震シェルター設置事業補助金交付要綱 

 

令和６年９月３０日訓第７７号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震による住宅の倒壊から居住者の生命を守るため、本

市の区域内に存する木造住宅への耐震シェルターの設置に対し、津市補助金

等交付規則（平成１８年津市規則第４４号。以下「規則」という。）の規定

に基づき補助金を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 耐震診断 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 津市木造住宅耐震診断等事業実施要綱（平成１８年津市訓第４３号）

に基づき実施した診断 

イ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定により

登録を受けている建築士事務所に属する者が、三重県木造住宅耐震診断

マニュアル又は一般財団法人日本建築防災協会発行の木造住宅の耐震診

断と補強方法（以下「耐震診断マニュアル等」という。）の一般診断法、

精密診断法１若しくは精密診断法２に基づき実施した診断 

⑵ 耐震シェルター 住宅の１階部分に設置することにより、当該住宅が倒

壊した場合でも居住者の生命の安全を守る機能を有する構造物で、市長が

認めるものをいう。 

（名称） 

第３条 第１条の補助金は、「耐震シェルター設置事業補助金」（以下「補助

金」という。）と称する。 

 （対象住宅） 

第４条 補助金の対象となる住宅（以下「対象住宅」という。）は、次の各号

のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 本市の区域内にある昭和５６年５月３１日以前に着工された木造住宅で、

階数が３階以下のもの 

 ⑵ 耐震診断の結果、耐震診断マニュアル等による評点が０．７未満とされ

た住宅 



 ⑶ 津市木造住宅耐震補強事業補助金交付要綱（平成１８年津市訓第４４号） 

第３条に規定する木造住宅耐震補強事業補助金、津市木造住宅耐震補強計

画事業補助金交付要綱（平成２１年津市訓第３０号）第３条に規定する木

造住宅耐震補強計画事業補助金及び廃止前の津市耐震シェルター設置事業

補助金交付要綱（平成２１年津市訓第５１号）第３条に規定する耐震シェ

ルター設置事業補助金のいずれの交付も受けていない住宅 

 ⑷ 現に人が居住し、又は居住が見込まれる住宅 

 （交付の対象） 

第５条 補助金は、耐震シェルターを設置する者に対し、耐震シェルターの購

入及び設置に要する費用（以下「補助対象経費」という。）をその対象とし、

これを交付するものとする。 

 （補助金の額等） 

第６条 補助金は、補助対象経費の額（当該額が１００万円を超えるときは、

１００万円）を限度とし、予算で定める範囲内において、これを交付するも

のとする。 

２ 前項の規定により算出された補助金の額に１，０００円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てるものとする。 

３ 補助金の交付は、対象住宅１戸につき耐震シェルター１基又は１台分限り

とする。 

（交付申請の期限） 

第７条 規則第３条第１項の別に定める期日は、耐震シェルターの設置に着手

する１０日前とする。 

 （添付書類） 

第８条 規則第３条第１項第４号の市長が必要と認める書類は、次に掲げる書

類（第２条第１号アに掲げる診断を受けた者が補助金の交付の申請をする場

合にあっては、第３号に掲げる書類を除く。）とする。 

 ⑴ 木造住宅耐震診断報告書の写し 

⑵ 補助対象経費の見積書等の写し 

⑶ 対象住宅を所有していることが確認できる書類（対象住宅の所有者以外

の者が申請する場合にあっては、当該所有者からの承諾書） 

⑷ 補助金の交付請求及び受領を耐震シェルターの販売及び設置を行う工事

業者に委任する場合にあっては、補助金代理請求及び受領予定届出書 

⑸ その他市長が必要と認める書類 



（実績の報告） 

第９条 規則第１２条の規定による実績報告書（規則第６号様式）の提出は、

耐震シェルターの設置が完了した日から起算して３０日を経過した日又は補

助金の交付の決定に係る会計年度が終了する日のいずれか早い日までに、次

に掲げる書類を添えてこれを行わなければならない。 

⑴ 耐震シェルターの購入及び設置に係る契約書（変更契約書を含む。）の

写し 

⑵ 耐震シェルターの購入及び設置に係る領収書の写し 

⑶ 耐震シェルターの設置前及び設置後の写真 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

 （委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓は、令和６年１０月１日から施行し、同年４月１日以後に設置に着

手した耐震シェルターに係る補助金について適用する。 

（交付申請の期限の特例） 

２ 令和６年４月１日からこの訓の施行の日（以後「施行日」という。）から

起算して１０日を経過した日までに設置に着手した耐震シェルターに係る規

則第３条第１項の別に定める期日は、第７条の規定にかかわらず、同年１０

月３１日までとする。 

（実績の報告の特例） 

３ 令和６年４月１日から施行日までに設置に着手した耐震シェルターに係る

規則第１２条の規定による実績報告書の提出は、第９条の規定にかかわらず、

規則第６条の規定による交付決定通知書の通知を受けた日から起算して３０

日を経過した日までに行わなければならない。 

 


